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(20)社会運動と感情の動員に対しては、参照、Ron Amizade and Doug
 
McAdam,“Emotion and Contentious Politics,”Ronald R.Amizade et al.,






いては、参照、E.S.Clemns,“To Move Mountains:Collective Action and
 
the Possibility of Institutional Change,”M.Giugni,D.McAdam,and C.
Tilly eds., From Contention to Democracy, Rouman & Littlefield Pub-
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lishers,Inc,1998.
(23)弾劾反対運動のときネティズン中心にした自発的市民たちの新しい運動
様式については、参照、チ・グチュン「市民社会運動と新しい運動方式：弾劾
無効運動を中心に」『記憶と展望』民主化運動記念事業会、2004年夏、７号。
(24)実際2004年２月29日に2004総選市民連帯は「政治三悪（腐敗政治、地
域感情、金権選挙）追放運動本部」を発足させ大衆的運動への転化を計画して
いた。その答辞に発表された計画によれば、全国本部が発足する予定で、その
運動本部傘下に政治三悪追放キャンペインと選挙現場に密着監視する１万名
規模の市民監視団を構成することになっており、金権選挙及び地域感情発言の
監視、不正選挙告発及び制度センター運営、政党及び候補者に対する有権者評
価、不在者投票所設置運動、有権者コンサート、オンライン・キャンペインな
どの事業が予定されていた。
(25)これはムルガリ連帯の支持当選運動でも同じことである。支持名簿を発表
し、彼らと協約式をもつこと以外に、これといった運動が組織されたのではな
かった。
＊本稿の原文は「 17 －‘
’ 」であり、この論文は
未発表である。翻訳と掲載については洪日 氏より快諾を得ている。
?原著者紹介>
洪日 （ ）。1972年生まれ。慶尚北道出身。ソウル大学校大学院
社会学科博士課程修了。参与連帯の元研究チーム長。慶熙サイバー大学
校NGO学科兼任教授。現在はソウル大学校社会学科で博士論文を作成
中である。
発表論文としては、「いま再び危険な冒険の岐路に立った韓国の市民運
動」（ユ・パルム他編『市民社会と市民運動２』2001年）、「‘戦略的容量’
の限界に到達した韓国の市民運動の‘政治的中立’」（『市民と世界』３号、
2003年春）、「新聞に描かれた韓国の市民運動の歪んだ肖像」（金萬欽他
『韓国の言論政治と知識権力』2003年）、「改革的シンクタンクと市民社会
運動」（『創作と批評』123号、2004年春）など。?
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?訳者あとがき>
洪日 氏はソウル大学校大学院の博士課程に在学中の30代である。し
かし紹介に記されているように、韓国有数の市民団体である参与連帯の
スタッフ（研究チーム長）としての経験を有している。市民運動に携わ
る中で、市民社会や市民団体について、既に何本かの論文を発表してき
ている。今回、洪日 氏の論文を翻訳することにした理由の一つは、何
よりも洪氏が参与連帯のスタッフの一員であり、その経験を踏まえなが
ら市民運動について分析しようとする研究者であることにある。
もともと洪日 氏については、『市民社会と市民運動２』（ユ・パルム
他編、2001年）に掲載されている論文「いま再び危険な冒険の岐路に立っ
た韓国の市民運動」を読み名前は知っていた。その論文の中で、1990年
代前半の韓国で盛り上がった市民社会論争について、「これは結局、当時、
市民社会論争が『現実』を反映したものではなかった」などと、冷静な
眼で的確に紹介をしているのを読み大変に感心したことを覚えている。
その洪日 氏が、みずから経験した市民運動の「現実」の中から、どの
ような考察を展開して行くのかは興味あるところである。
このたび翻訳させていただいた論文の中にも、冷静な考察が所々ある。
たとえば、2004年の落選運動が「体感的威力」を発揮できなかったとい
う指摘である。この指摘が本稿全体の議論の入り口になっている。弾劾
反対運動の盛り上がりの中で、落選運動当事者として運動が振るわな
かった理由について真摯に問おうとしている。数万の市民が街頭を埋め
尽くした弾劾反対運動の陰に隠れてしまい、見過ごされてしまうかもし
れない論点を見過ごすことなく取り上げている。だからこそ翻訳する価
値のある優れた論文なのである。
2004年にあった今回の落選運動がなぜ振るわなかったのか。これにつ
いての洪日 氏の議論については、私自身はまだ論じるべき点があると
思っている。保守勢力からの批判、運動としての目新しさの乏しさといっ
たことだけが理由ではないであろう。私の見地では、民衆運動勢力から
の落選運動批判も含めるのであれば、落選運動を含む市民運動と盧武
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政権との政治的位置というものが見えてくるのではないかと考える。こ
の点とも関連してくるが、やはり経実連を「保守」に含めることには違
和感がある。やはり「保守」概念の整理が必要ではなかろうか。
私自身の手に余るため批評は控えなければならないが、洪日 氏は韓
国の市民運動分析に、欧米で論じられてきた社会運動の新しい諸概念を
応用している。私が見る限り、韓国においては、このようなアプローチ
の論文は、ほかにあまり見ない。そのような中でも、ソウル大学校大学
院政治学科のキム・グヒョン（ ）の博士論文「韓国における市民運
動団体の成長と衰退―?経済正義実践市民連合の事例―?」（1999年）は
政治的機会構造論を用いた数少ない論文の一つであろう。
洪論文とキム論文はともに政治的機会構造論をベースにし、市民運動
（経実連と落選運動）の盛衰のサイクルを描こうとしている点で共通して
いるだけではなく、政治的機会構造の概念に工夫をしようとしている点
でも共通している。しかし洪論文は市民社会内部により重点を置こうと
して「社
・
会
・
的
・
機会構造」という新概念を考案しているのに対して、キム
論文は市民社会内部だけではなく政府と市民社会の相互作用までも含め
たうえで「政治的機会空
・
間
・
」という新概念を考案している点が異なって
いる。
いずれも政治的機会構造論が出発点であるが、異なる視点になってい
る。キム論文については、政治的機会構造という概念の曖昧さのためな
のか、抱き込み（co-optation）といった政府と市民団体の相互作用まで
含めてしまう包括的すぎる「空間」概念の有用性に疑問を感じる。他方、
洪論文では、政治的機会構造については、今後の研究課題であるとされ
ているために、今後の成果を待たなくてはならないが、「政治」と「社会」
の相互作用について、どのように論じ、今回の「社会」中心的な考察を
広げてゆくのか楽しみである。特に韓国の場合、ここが洪氏と訳者であ
る私との違いであるが、市民運動については「政治」からの作用、ある
いはそもそも「政治」というフィールドの中で市民運動を見て行かなけ
れば市民運動の意味を十分に理解できないと考えるだけに、洪日 氏が
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いう「社会中心的な視角」（society-centered perspective）から何が明ら
かにされて行くのか、私にとっては刺激であり、楽しみでもある。
訳者は、慶應義塾大学出版会から本年３月に刊行予定の『韓国におけ
る市民運動の動態』（仮題、小此木政夫編）に「韓国の政治と市民運動」
を分担執筆しており、洪日 氏の落選運動論と、あわせて参考にしてい
ただければ幸いである。
翻訳に関して付言しておく。韓国では「参加」という言葉はめったに
用いられることはなく、代わりに「参与」という言葉が用いられている。
ここでは固有名詞に近い場合（たとえば「参与連帯」）や書名・論文名の
中の「参与」は原文通り「参与」のまま訳したが、それ以外の場合は基
本的に「参加」と訳することにした。
(しみず としゆき 本学法学部教授)
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